
住宅関連データ
資料６

１ 世帯の状況 ・・・ P.２１
⑴ 年齢階級別 人口の推移（京都府）
⑵ 家族類型別世帯割合（京都府）
⑶ 年齢階級別 単独世帯割合の推移（京都府）

２ 子育て支援 ・・・ P.２２
⑴ 合計特殊出生率と出生数の推移（全国・京都府）
⑵ 子どものいる夫婦世帯の年収階級別割合（京都府）
⑶ 共働き世帯の推移（京都府）
⑷ 住まいにおいて重要と思う項目（京都府）

３ 住宅セーフティネット ・・・ P.２４
⑴ 新たな住宅セーフティネット制度
⑵ 賃貸住宅における入居拒否の状況（京都府）
⑶ 賃貸住宅ストックの概要（京都府）
⑷ 床面積別・家賃別民営借家数（京都府）
⑸ 活用可能な民間賃貸住宅ストックの推計（京都府）

４ 高齢化社会への対応 ・・・ P.２７
⑴ 高齢者がいる世帯数の推移（京都府・地域別）
⑵ 高齢者等のための設備のある住宅の割合（市町村別）
⑶ 高齢者世帯の居住環境に関する不満（京都府）

５ 既存ストック・空き家 ・・・ P.２９
⑴ 空き家の状況（市町村別）
⑵ 空き家の種類別内訳（市町村別）
⑶ 空き家率の推移（京都府・地域別）

６ 地域特性の発揮 ・・・ P.３１
⑴ 人口、人口密度（市町村別）
⑵ 人口・世帯の推移（地域別）
⑶ 建て方別住宅数（地域別・市町村別）
⑷ 所有関係別住宅数（地域別・市町村別）
⑸ 二地域居住（デュアルライフ）の状況
⑹ 専業兼業別 販売農家数の推移（京都府）

７ 災害対策等の推進 ・・・ P.３６
⑴ 最近の災害による住家被害状況（京都府）
⑵ 宅地建物取引業法施行規則の改正 (R2.8.28施行)
⑶ 洪水浸水想定区域の分布状況（京都府）
⑷ 洪水浸水想定区域と人口集中地区の関係（京都府）
⑸ 土砂災害警戒区域等の分布状況（京都府）

８ 住教育・住情報 ・・・ P.４０
⑴ 京都府住宅相談所（京都府住宅供給公社内） 相談件数
⑵ 住まいるダイヤル相談件数（全国）

９ 地球環境・エネルギー問題 ・・・ P.４１
⑴ 新築住宅（300㎡以上）における省エネルギー基準適合率の推移（京都府）
⑵ 省エネルギー設備等の導入状況（市町村別）

10 WITHコロナ・POSTコロナ社会への対応 ・・・ P.４２
⑴ 新型コロナ拡大による住宅に求める条件の変化（三大都市圏）
⑵ テレワーク実施率（都道府県別）
⑶ テレワーク実施場所（調査地域：関東１都８県）
⑷ 今後の住まいに取り入れたい要素（全国）
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伊根町

京丹後市

与謝野町

宮津市

舞鶴市

福知山市
綾部市

京丹波町

南丹市

亀岡市

京都市

向日市

長岡京
市大山崎町

京田辺市

久御山町

宇治田原町

宇治市

井手町

精華町

八幡市

木津川市
笠置町

南山城村

和束町

城陽市

【地域別区分】
丹後地域※

中丹地域

南丹地域

京都市域

乙訓地域

山城北地域

学研地域

相楽東部地域※

北部地域

中部地域

京都・乙訓地域

南部地域

※H30住宅・土地統計調査については、
人口１万５千人未満の以下町村は集計外
北部地域 ： 伊根町
中部地域 ： 京丹波町
南部地域 ： 井手町、宇治田原町、笠置町、和束町、南山城村

・ 府総世帯数 に占める集計外町村の世帯数割合 ： １．３％
・北部地域の総世帯数 〃 ： ０．７％
・中部地域の総世帯数 〃 ： １０．１％
・南部地域の総世帯数 〃 ： ４．２％
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1-⑴ 年齢階級別 人口の推移（京都府）

・後期高齢者人口（75歳以上）割合は年々増加し、2030（R12）年には20％超となる見通し
・生産年齢人口（15～64歳）割合は年々減少し、2045（R27）年には約52％となる見通し

資料：国勢調査（総務省）、日本の地域別将来推計人口（平成30年3月推計）（国立社会保障・人口問題研究所）
（注）実績値は年齢「不詳」を除く一方、推計値は年齢「不詳」を按分している。
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(10.2%)

23.9 
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151.9 
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141.0 

(56.5%)

132.3 (53.8%)

120.3 
(52.1%)

111.3 

(7.1%)

18.5 
(8.6%)

22.4 
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26.5 
(11.0%)
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(12.3%)

32.0 (14.6%)

37.4 
(14.0%)

35.9 (11.4%)

28.5 
(11.4%)

27.8 (13.2%)

30.8 
(15.5%)

34.8 (15.8%)

33.7 

(5.5%)

14.2 

(6.2%)

16.3 
(7.4%)

19.4 
(9.2%)

24.2 
(11.0%)
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33.0 
(15.5%)

40.0 (19.0%)
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(20.1%)

47.0 
(20.6%)

46.0 (22.0%)
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0

50

100

150

200

250

300

1990

（H2）

1995

（H7）

2000

（H12）

2005

（H17）
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（R12）
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（R17）
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（R22）
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（R27）

0-14歳 15-64歳 65-74歳 75歳以上

万人 推計実績

1-⑵ 家族類型別世帯割合（京都府）

単独世帯は増加傾向（2025（令和7）年には４割超が単独世帯になると推計）

35.8%

38.2%

39.4%

40.4%

41.3%

42.0%

42.5%

19.3%

19.6%

19.9%

20.0%

20.1%

20.3%

20.5%

27.5%

26.1%

25.2%

24.2%

23.3%

22.6%

22.1%

8.6%

8.8%

9.1%

9.4%

9.5%

9.6%

9.7%

8.8%

7.3%

6.5%

6.0%

5.7%

5.5%

5.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成22年

平成27年

令和2年

令和7年

令和12年

令和17年

令和22年

単独 夫婦のみ 夫婦と子ども ひとり親と子ども その他

平成22年
（2010）

平成27年
（2015）

令和2年
（2020）

令和7年
（2025）

令和12年
（2030）

令和17年
（2035）

令和22年
（2045）

単独 35.8% 38.2% 39.4% 40.4% 41.3% 42.0% 42.5%

夫婦のみ 19.3% 19.6% 19.9% 20.0% 20.1% 20.3% 20.5%

夫婦と子ども 27.5% 26.1% 25.2% 24.2% 23.3% 22.6% 22.1%

ひとり親と子ども 8.6% 8.8% 9.1% 9.4% 9.5% 9.6% 9.7%

その他 8.8% 7.3% 6.5% 6.0% 5.7% 5.5% 5.3%

資料：日本の世帯数の将来推計（平成31年4月推計）（国立社会保障・人口問題研究所）

（2025）

（2030）

（2035）

（2045）

（2020）

（2015）

（2010）
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1-⑶ 年齢階級別 単独世帯割合の推移（京都府）

9.2%

7.9%

6.5%

5.7%

4.5%

3.8%

3.3%

3.0%

2.7%

2.5%
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38.8%

37.9%

33.6%
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24.5%

23.3%
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19.2%

18.0%

17.2%

10.2%
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11.1%
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13.0%

11.6%
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9.4%
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11.1%
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20.1%
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15.0%
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18.6%

7.9%

9.2%

12.0%

14.0%

16.8%

18.6%

21.2%

25.1%

26.3%

26.0%

26.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1990（H2）

1995（H7）

2000（H12）

2005（H17）

2010（H22）

2015（H27）

2020（R2）

2025（R7）

2030（R12）

2035（R17）

2040（R22）

年 20歳未満 20～30歳未満 30～40歳未満 40～50歳未満

50～65歳未満 65～75歳未満 75歳以上

推計

実績

資料：国勢調査（総務省）、日本の地域別将来推計人口（平成30年3月推計）（国立社会保障・人口問題研究所）

・単独世帯のうち、約34％が65歳以上の高齢者単独世帯に該当（2015（H27）年時点）

・単独世帯は年々高齢化しており、 2035（R17）年には40％超となる見通し

2-⑴ 合計特殊出生率と出生数の推移（全国・京都府）

・京都府の合計特殊出生率は一貫して全国平均を下回っており、
全都道府県のうち、東京都、宮城県、北海道に次いで４番目に低い。（2019（R1）年時点）

・2005（H17）年に比べて合計特殊出生率は上昇しているが、
出産する女性の絶対数が減少しているため、出生数は減少傾向が続いている。

資料：人口動態調査（厚生労働省）
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2-⑵ 子どものいる夫婦世帯の年収階級別割合（京都府）

夫婦と子どもからなる世帯では、年収500～700万円未満の世帯が26.5％と最多であり、
普通世帯全体に比べて高所得者層の占める割合が高くなっている。

資料： H30住宅・土地統計調査（総務省）

(1
.1

%
)
3
,1

0
0
 

(8.3%)

88,400 

(4
.0

%
)
1
1
,0

0
0
 

(15.7%)

167,600 
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(16.0%)
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(12.0%)

128,200 

(26.5%)
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夫婦と子どもか
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100万円未満 100～200万円 200～300万円 400～500万円 400～500万円

500～700万円 700～1,000万円 1,000～1500万円 1,500万円以上

2-⑶ 共働き世帯の推移（京都府）

47.1%

46.5%

49.9%
53.1%

60.1%

40%

45%

50%

55%

60%

65%

70%

0

50

100
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200

250

300

H7 H12 H17 H22 H27

千世帯

夫婦と18歳未満の子供が

いる世帯

うち、親が共働き世帯

共働き世帯の割合

単位：世帯

H7
（1995）

H12
（2000）

H17
（2005）

H22
（2010）

H27
（2015）

夫婦と18歳未満の子供がいる世帯 250,195 226,687 208,317 197,829 190,099

うち、親が共働き世帯 117,921 105,380 104,009 105,113 114,302

共働き世帯の割合 47.1% 46.5% 49.9% 53.1% 60.1%

１８歳未満の子供がいる世帯のうち、６割が共働き世帯

資料：国勢調査（総務省）

（2015）（2010）（2005）（2000）（1995）
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2-⑷ 住まいにおいて重要と思う項目（京都府）

資料：H30住生活総合調査（国土交通省）

・子育て世帯では「広さや間取り」「収納の多さ、使い勝手」を重要視する回答が多い。
・住宅の質に関する最も基本的要素である広さの確保をまずは優先しつつ、

更なる質の向上として、子どもの成長に合わせた可変性等も備えた収納の確保が必要
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子育て世帯【親と子（長子17歳以下）】（N=107）

※1 36項目のうち８つまで回答可
※2 重要度の高い15項目のみ掲載

※1 36項目のうち８つまで回答可
※2 重要度の高い15項目のみ掲載

3-⑴ 新たな住宅セーフティネット制度 (H29.10.25施行)

H29年の法改正により「新たな住宅セーフティネット制度」が創設され、
これまでより具体的な居住支援がスタート

国土交通省ＨＰから
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3-⑵ 賃貸住宅における入居拒否の状況（京都府）

府内宅建業者に対するアンケート結果（2017（H29）年）によれば、前回（2011（H23）
年）よりも解消の傾向にあるものの、依然として家主による入居拒否の実態は存在

資料：宅建業者を対象とした「人権問題についてのアンケート」（京都府建設交通部）
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賃貸住宅の媒介に際して、家主から断るよう言われた経験の有無

経験有り 経験なし 無回答

2011（H23）調査：N = 651
2017（H29）調査：N = 679

3-⑶ 賃貸住宅ストックの概要（京都府）

・住宅セーフティネット法の対象となる賃貸住宅ストックは、府全体で約46.1万戸
・このうち、空き家に該当するものは、7.67万戸で約16.6％を占める。

住宅総数

1,338,300戸
（100%）

※（）内の%は
「住宅総数」

に対する比率

居住世帯
のある住宅

1,158,900戸
（86.6%）

居住世帯
のない住宅

179,400戸
（13.4%）

専用住宅

1,130,100戸
（84.4%）

店舗その他の併用住宅
28,800戸 （2.2%）

空き家
171,800戸 （12.8%）

一時現在者のみの住宅
5,600戸 （0.4%）

建築中の住宅
2,000戸 （0.1%）

持ち家
686,000戸 （51.3%）

公営の借家
32,000戸 （2.4%）

都市再生機構・公社の借家
21,700戸 （1.6%）

民営借家
330,800戸 （24.7%）

給与住宅 14,600戸 （1.1%）

二次的住宅 7,000戸 （0.5%）

賃貸用の住宅
76,700戸 （5.7%）

売却用の住宅
6,900戸 （0.5%）

その他の住宅
81,300戸 （6.1%）

●住宅全体の空き家率 12.8％ ●賃貸住宅の空き家率 16.6％

資料：H30住宅・土地統計調査（総務省）
（注１）「二次的住宅」：別荘及び残業で遅くなった時に寝泊まりするなど、たまに寝泊まりする人がいる住宅
（注２）「一次現在者のみの住宅」：昼間だけ使用しているなど、普段そこに居住している者が一人もいない住宅
（注３）賃貸住宅の空き家率 ＝ 賃貸用空き家／（公営の借家＋UR・公社の借家＋民営借家＋賃貸用空き家）
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3-⑷ 床面積別・家賃別民営借家数（京都府）

・床面積別・家賃別に民営借家数を比較すると、床面積29㎡以下・家賃4～6万円が最多
・比較的容易にできる家賃水準の民営借家数は、約3.6万戸で全体の約10％

資料：H30住宅・土地統計調査（総務省）
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立地・規模・耐震性を考慮した活用可能な賃貸用空き家の戸数は、約5,600戸（推計）

(1) 賃貸用空き家の総数 76,700戸

立 地 (2) 賃貸用空き家のうち、最寄駅までの距離が1km未満の住宅の割合 61.3%

耐震性 (3) 民営借家のうち、昭和56年以降に建設された住宅の割合 74.6%

規 模 (4) 30㎡以上の民間借家のうち、比較的容易に入居できる家賃水準の
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3-⑸ 活用可能な民間賃貸住宅ストックの推計（京都府）
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4-⑴ 高齢者がいる世帯数の推移（京都府・地域別）
65歳以上の高齢者がいる世帯数は、いずれの地域においても増加しており、
特に、京都・乙訓地域及び南部地域における単独高齢者世帯の増加が著しい。

資料：住宅・土地統計調査（総務省）（注）65歳以上の世帯員のいる主世帯数を集計
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資料：住宅・土地統計調査（総務省）
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4-⑵ 高齢者等のための設備のある住宅の割合（市町村別）

高齢者等のための設備のある住宅の割合は府全域で48.6％であり、
市町村別にみると、大山崎町・京都市において50％を下回っている。

資料：H30住宅・土地統計調査（総務省）
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【高齢者等のための設備】
手すりがある/またぎやすい高さの浴槽/車いす通過可能な幅の廊下/
段差のない屋内/道路から玄関まで車いすで通過可能

資料：H30住生活総合調査（国土交通省）

4-⑶ 高齢者世帯の居住環境に関する不満（京都府）

高齢者世帯は、世帯全体に比べて「福祉・介護の生活支援サービス」「子供の遊び場、子
育て支援サービス」「親・子・親せきとの距離」「日常の買物などの利便」等に対する不
満度が高い。
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5-⑴ 空き家の状況（市町村別）

・空き家率は宮津市で27.4％と最多だが、同市には二次的空き家（別荘等）も多い。
・京都・乙訓地域（京都市を除く。）及び南部地域では、全市町で府平均空き家率を下回る。

資料：H30住宅・土地統計調査（総務省）

北部地域 中部地域 京都・乙訓地域 南部地域

資料：H30住宅・土地統計調査（総務省）

空き家率 空き家率（二次的利用を除く。）
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5-⑵ 空き家の種類別内訳（市町村別）
北部地域において「その他空き家」の占める割合が高く、
与謝野町、京丹後市、綾部市では７割超となっている。

資料：H30住宅・土地統計調査（総務省）

北部地域 中部地域 乙訓地域 南部地域

5-⑶ 空き家率の推移（京都府・地域別）

空き家率の増加は、北部地域及び中部地域で生じている。
京都・乙訓地域及び南部地域では、空家率はほぼ横ばいで推移しており、
特に、南部地域では一貫して10％を下回っている状況にある。

資料：住宅・土地統計調査（総務省）
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6-⑴ 人口、人口密度（市町村別）

人口は京都市が最多だが、人口密度は向日市、長岡京市、八幡市、宇治市、大山崎町、
城陽市、京都市の順に高い。
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資料： H27国勢調査（総務省）

資料：H27国勢調査（総務省）

人 口 人口密度
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京都・乙訓地域 人口

南部地域 人口

北部地域 世帯

中部地域 世帯

京都・乙訓地域 世帯

南部地域 世帯

万人

平成10年 (1998) 平成15年 (2003) 平成20年 (2008) 平成25年 (2013) 平成30年 (2018)

人口 世帯 人口 世帯 人口 世帯 人口 世帯 人口 世帯

北部地域 335,727 114,461 328,979 117,892 314,533 118,661 300,722 118,384 283,290 117,865
中部地域 150,511 47,780 148,985 50,108 145,280 51,605 140,141 52,419 133,332 53,150
京都・乙訓地域 1,621,089 662,963 1,622,634 697,497 1,622,754 729,966 1,622,936 753,488 1,621,539 783,832
南部地域 534,460 179,190 547,291 193,297 558,215 207,179 557,859 214,487 553,618 223,944

万世帯

単位：人、世帯

6-⑵ 人口・世帯の推移（地域別）

・京都・乙訓地域 … 人口：横ばい 世帯数：増加傾向
・北部・中部地域 … 人口：減少傾向 世帯数：増加傾向から横ばいに
・南 部 地 域 … 人口：増加傾向から減少に 世帯数：増加傾向

資料：京都府統計書（H30）

（2018）（2013）（2008）（2003）（1998）
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36.7 38.3
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千戸

6-⑶ 建て方別住宅数（地域別・市町村別）

・中部地域で一戸建住宅の割合が高く、南部地域で共同住宅の割合が高い。
・京都市では、共同住宅が約52％を占める。

資料： H30住宅・土地統計調査（総務省）

※京都市を除く。
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資料： H30住宅・土地統計調査（総務省）
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6-⑷ 所有関係別住宅数（地域別・市町村別）

資料： H30住宅・土地統計調査（総務省）
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千戸

・各地域とも、持ち家の割合が７割強であり、乙訓地域で民営借家の割合が若干高い。
・京都市では、持ち家の割合が約53％と低くなっている。

※京都市を除く。
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資料：H30住宅・土地統計調査（総務省）
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6-⑸ 二地域居住（デュアルライフ）の状況

資料：「デュアルライフ（２拠点生活）に関する意識・実態」調査（リクルート住まいカンパニー）

２拠点目の住居形態デュアルライフの実施率

デュアルライフの意向率

サンプル数：427
※１都３県（東京・千葉・埼玉・神奈川）／

２府１県（京都・大阪・兵庫）
のデュアルライフ実施者

サンプル数：50,000（全国）から２府１県を抜粋

・関西（２府１県）におけるデュアルライフ実施率は、京都府が1.8％で最も高い。
・２拠点目の住居形態は、持ち家が約61％、賃貸が約35％
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・専業農家数はほぼ横ばいで推移しているのに対して、兼業農家数の減少が顕著
・地域別にみると、北部地域において農家数が最多である一方、減少率も最も高く、

1990（H2）年～2015（H27）年の25年間で約３割にまで減少している。

資料：京都府統計書

6-⑹ 専業兼業別 販売農家数の推移（京都府）
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資料：京都府統計書
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7-⑴ 最近の災害による住家被害状況（京都府）

・地震…H30年大阪北部地震で八幡市において被害多発
・水害…H30 年台風第 21 号で京都市、H30年７月豪雨で舞鶴市において被害多発

資料：京都府

■平成30大阪北部地震による被害棟数
※一部破損、半壊の合計（全壊は該当なし）

■直近３年間の水害・雪害による被害棟数
※床上浸水、一部破損、半壊、全壊の合計

一部破損

京都府計 20

福知山市 1

京丹波町 19

一部破損 床上浸水 床下浸水

京都府計 7 111 992

京都市 1

福知山市 3 2 29

舞鶴市 5 23

綾部市 2

宮津市 1 17 343

城陽市 1

京丹後市 60 382

南丹市 1

伊根町 12 25

与謝野町 13 190

半壊 一部破損 床上浸水 床下浸水

京都府計 21 507 368 631

京都市 113

福知山市 12 8 69 92

舞鶴市 5 213 286 463

綾部市 1 4 12 53

宮津市 5 1

亀岡市 46

城陽市 4 2

長岡京市 4

京田辺市 2

京丹後市 2 4

南丹市 2 66 3

木津川市 1 11

久御山町 1

和束町 1

精華町

南山城村 1

京丹波町 31 1

伊根町 5

与謝野町 1 2

資料：京都府

地震 水害・雪害

半壊 一部破損

京都府計 9 3,424

京都市 395

宇治市 129

亀岡市 1 30

城陽市 189

向日市 1 44

長岡京市 167

八幡市 5 2,063

京田辺市 25

木津川市 2

大山崎町 1 322

久御山町 1 53

井手町 1

精華町 3

京丹波町 1

■平成29（2017）年平成30年大阪北部地震（6/18）

1月14 日からの大雪（1/14）

平成 29 年台風 18 号（9/17）

平成 29 年台風 21 号（10/21）

単位：棟
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全壊 半壊 一部破損 床上浸水 床下浸水

京都府計 18 50 83 544 1,760

京都市 14 5 9

福知山市 5 39 （不明） 208 493

舞鶴市 2 25 236 507

綾部市 8 5 12 54 243

宮津市 2 4 24 254

亀岡市 2 7 2 45

向日市 5

長岡京市 1

京丹後市 2 7 52

南丹市 3 4 5

井手町 1

精華町 3

京丹波町 1 1 5 13

伊根町 1

与謝野町 1 4 3 138

全壊 半壊 一部破損 床上浸水 床下浸水

京都府計 4 45 11,532 4 15

京都市 4 19 8,531 2

宇治市 8 397

亀岡市 1 229 1

城陽市 1 321

向日市 326

長岡京市 5 578

八幡市 1 610

京田辺市 123

京丹後市 1

南丹市 10 48 1 14

木津川市 41

大山崎町 164

久御山町 106

井手町 18

和束町 2

精華町 32

京丹波町 6

資料：京都府

一部破損

京都府計 5

城陽市 2

長岡京市 2

南丹市 1

一部破損

京都府計 9

福知山市 1

舞鶴市 2

城陽市 1

長岡京市 2

八幡市 2

南丹市 1

■平成30（2018）年

■令和元年（2019）年

平成 30 年７月豪雨（7/5） 平成 30 年台風第 21 号（9/4）

令和元年台風第 10 号（8/15） 令和元年台風第 19 号（10/20）

単位：棟

7-⑵ 宅地建物取引業法施行規則の改正 (R2.8.28施行)

不動産取引において、水害リスクに係る情報提供が義務化

近年、大規模水災害の頻発により甚大な被害が生じており、不動産取引時に
おいても、水害リスクに係る情報が契約締結の意思決定を行う上で重要な要
素となっていることから、不動産取引時にハザードマップにおける取引対
象物件の所在地について重要事項説明の対象項目として追加し、説明する
ことを義務化

◆ 改正の趣旨

・ 水防法に基づき作成された水害（洪水・雨水出水・高潮）ハザードマップを提示
し、対象物件の概ねの位置を示す。

・ 市町村が配布する印刷物又は市町村のホームページに掲載されているものを
印刷したものであって、入手可能な最新のものを使用

・ ハザードマップ上に記載された避難所について、併せてその位置を示すことが
望ましい。

・ 対象物件が浸水想定区域に該当しないことをもって、水害リスクがないと相手方
が誤認することのないよう配慮

◆ 具体的な説明方法等
（宅地建物取引業法の解釈・運用の考え方（ガイドライン））
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7-⑶ 洪水浸水想定区域の分布状況（京都府）

・洪水浸水想定区域の面積は、京都市において最大（鴨川・高野川等）
・その他、由良川（福知山市等）、桂川（亀岡市）、竹野川（京丹後市）沿岸で大きい。

資料：国土数値情報 - H24年度 （国土交通省）
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7-⑷ 洪水浸水想定区域と人口集中地区の関係（京都府）

資料：国土数値情報（国土交通省）

1960（S35）年から2015（H27）年にかけて人口集中地区（DID）が拡大する中で、
特に京都・乙訓地域や南部地域において浸水想定区域と重複する地域が増加している。

■洪水浸水想定区域と1960 (S35)年のＤＩＤ ■洪水浸水想定区域と2015 (H27)年のＤＩＤ
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資料：国土数値情報（国土交通省）
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7-⑸ 土砂災害警戒区域等の分布状況（京都府）

・土砂災害警戒区域等の面積は、京都市において最大
・府域全体では行政区域面積及び山地の割合が高い北中部で指定面積が大

資料：国土数値情報- R1年度（国土交通省）
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京都市
福知山市

舞鶴市
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笠置町
和束町
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8-⑴ 京都府住宅相談所（京都府住宅供給公社内）相談件数

その他公共賃貸住宅

91 
72 114 

209 216 

府営住宅

494 430 370 
391 

257 

その他住宅全般

147 118 96 
65 

44 

相隣関係 222 
316 

294 

372 

268 

増改築工事 82 114 
105 

225 

159 

新築工事請負 156 128 
129 

141 

131 

売買 275 347 
318 

298 

280 

賃貸借

737 

789 957 

894 

865 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

2015(H27) 2016(H28) 2017(H29) 2018(H30) 2019(R1)

賃貸借

売買

新築工事請負

増改築工事

マンション管理

相隣関係

業者・専門家等の

情報請求・紹介要請

耐震関係

その他住宅全般

府営住宅

その他公共賃貸住宅

件

年度

資料：京都府住宅課

相談内容別 相談件数の推移

・相談内容は、賃貸借に関する相談が最多で全体の約38％を占める（2019（R1）年度）。
・府営住宅に関する相談は減少傾向にある。

資料：住宅相談統計年報2020（（公財）住宅リフォーム・紛争処理センター）

住宅のトラブル

に関する相談

62.8%
知見相談

18.7%

その他の相談

18.5%

相談内容（新築等相談）

新築等相談
22,054件

住宅のトラブル

に関する相談

66.5%

知見相談

28.9%

その他の相談

4.6%

相談内容（リフォーム相談）

リフォーム相談
11,948件

（注１）新築等相談 ： 注文や売買等により取得した住宅（既存住宅を含む）に関する相談
（注２） 知見相談 ： 住宅に関する技術、法令、制度等に関する知識、情報などの一般的な問い合わせ及び検査機関などの照会

相談内容は、新築等相談、リフォーム相談ともに、事前に知識を広げるための相談
（知見相談）よりも、トラブル発生後の相談が大多数を占めている。

8-⑵ 住まいるダイヤル相談件数（全国）

- 40 -



9-⑴ 新築住宅（300㎡以上）における省エネルギー基準適合率の推移（京都府）

H25省エネ基準の完全施行（2015年4月）以降、新築住宅における省エネ基準適合率は上昇
するも、適合率70％前後で高止まりとなっている。

資料：京都府

22
25 23 23

54 56

73
69 69

20
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40

50

60

70

80

2011

(H23)

2012

(H24)

2013

(H25)

2014

(H26)

2015

(H27)

2016

(H28)

2017

(H29)

2018

(H30)

2019

(R1)

％

2015年4月～

H25省エネ基準
の完全施行

2010年4月～

省エネ措置の届出
対象拡大（300㎡以上）

2013年10月～

H25省エネ基準
（住宅）の施行

2017年4月～

非住宅（2,000㎡以上）

基準適合義務化

2020年4月～

建築士から建築主へ
省エネ性能説明
義務化（300㎡未満）

9-⑵ 省エネルギー設備等の導入状況（市町村別）

省エネルギー設備等を導入している住宅の割合は精華町において最も高くなっている一方、
京都市、八幡市、向日市、大山崎町では府平均を下回っている。

資料：H30住宅・土地統計調査（総務省）

7.3%

10.4%

4.1%
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3.6%
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3.1%
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3.5%

6.6%

3.5%

4.3%
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6.9%
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9.6%
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13.6%
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12.6%

13.6%

11.3%

10.0%

8.2%

7.3%

11.8%

12.6%

8.1%

8.6%

12.5%

9.2%

10.2%

9.6%

8.8%

14.7%

17.1%

10.3%

24.5%

13.8%

15.9%

15.7%

22.0%

19.7%

19.7%

18.3%

18.1%

17.6%

15.0%

11.8%

17.6%

15.5%

16.2%

16.3%

12.2%

19.1%

14.8%

12.5%

21.1%

0% 20% 40% 60% 80%

京都府 (N=1,158,900)

福知山市 (N=31,490)

舞鶴市 (N=33,770)

綾部市 (N=13,400)

宮津市 (N=7,110)

京丹後市 (N=19,670)

与謝野町 (N=7,960)

亀岡市 (N=33,900)

南丹市 (N=13,220)

向日市 (N=23,000)

京都市 (N=709,900)

長岡京市 (N=32,040)

大山崎町 (N=6,520)

宇治市 (N=73,920)

城陽市 (N=29,920)

八幡市 (N=29,630)

京田辺市 (N=30,690)

木津川市 (N=28,160)

久御山町 (N=6,320)

精華町 (N=12,830)

太陽熱を利用した温水機器等

太陽光を利用した発電機器

二重以上サッシ又は複層ガラス（すべての窓にあり）

二重以上サッシ又は複層ガラス（一部の窓にあり）
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10-⑴ 新型コロナ拡大による住宅に求める条件の変化（三大都市圏）

・関西圏では「通風に優れた住宅に住みたくなった」が19％で最多
・「仕事専用スペース」「換気性能」「宅配ボックス」「収納量」等の項目が上位に該当

資料： 第２回 コロナ禍を受けた「住宅購入・建築検討者」調査（リクルート住まいカンパニー）
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10

2

22

19
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25
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19

16

19

20

25

25

17

10

9

23

11

12

12

2
24

0 5 10 15 20 25 30

通風に優れた住宅に住みたくなった

仕事専用スペースがほしくなった

換気性能に優れた住宅に住みたくなった

宅配ボックス・置配ボックスを設置したくなった

収納量を増やしたくなった

省エネ性(冷暖房効率に優れた)住宅に住みたくなった

通信環境の良い家に住みたくなった

屋上や広いバルコニーがほしくなった

庭がほしくなった

部屋数がほしくなった

日当たりのよい住宅がほしくなった

広いリビングがほしくなった

緑が感じられる住宅がほしくなった

玄関近くに洗面所がほしくなった

24時間ゴミ捨て場がほしくなった

遮音性に優れた住宅に住みたくなった

シューズインクローゼットがほしくなった

インテリアにこだわりたくなった

リビングに間仕切りされたスペースがほしくなった

その他

特にない

関西

首都圏

東海

％

（注１）調査実施時期：2020年8～9月 （注２）実サンプル数：975、ウェイトバック後：261.5万
（注２）首都圏：東京都/千葉県/埼玉県/神奈川県、関西：大阪府/京都府/奈良県/兵庫県/和歌山県/滋賀県、東海：愛知県/岐阜県/三重県
（注３）緊急事態宣言解除後(2020年5月下旬)以降に住宅の購入・建築、リフォームについて検討した者が対象（賃貸は除く。）

10-⑵ テレワーク実施率（都道府県別）

・都道府県別のテレワーク実施率（2020年11月時点）を比較すると、関東圏が上位を占める。
・京都府は10位の17.1％であり、近畿圏内では大阪府や兵庫県に比べて実施率が低い。

資料：第四回・新型コロナウイルス対策によるテレワークへの影響に関する緊急調査（パーソル総合研究所）
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（注）サンプル数は性別・年代の補正のためのウェイトバック後の数値であり、実サンプル数とは異なる。
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資料：「新型コロナ禍を受けたテレワーク×住まいの意識・実態」調査（リクルート住まいカンパニー）

・テレワーク実施場所はリビングダイニング（ダイニングテーブル）が55%と最多であり、
家族構成別に比較すると、６歳以下の子どもと同居する既婚者で71％と最も割合が高い。

・新型コロナ感染拡大前（2019年11月時点）と比較すると、カフェ/喫茶店や
サテライトオフィス等の自宅専用部以外での実施は減少している。

（注１）全仕事量の内、テレワークで実施している割合が10%以上の回答者を集計
（注２）上位２箇所までの複数回答 （注３）各数値は小数点第一位での四捨五入値
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（仕事用デスク/専用スペース）

寝室/ベッドルーム

その他の自宅の部屋

カフェ/喫茶店

サテライトオフィス

マンションの共用スペース

コワーキングスペース

・シェアオフィス

ベランダ・バルコニー・デッキ

・屋上・庭など自宅の屋外空間

その他

2020年４月調査

2019年11月調査
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専用ルーム（書斎等）

リビングダイニング
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・シェアオフィス

ベランダ・バルコニー・デッキ

・屋上・庭など自宅の屋外空間

その他

独身/単身

既婚 (同居する子ども

なし)

既婚 (同居する子ども

あり/末子6歳以下)

既婚 (同居する子ども

あり/末子7歳以上)

● 調査時期による比較 （2020年４月と2019年11月） ● 家族構成による比較 （2020年４月調査）

10-⑶ テレワーク実施場所（調査地域：関東１都８県）

10-⑷ 今後の住まいに取り入れたい要素（全国）

資料：新型コロナウイルス影響下における住まいの意識調査レポート（ミサワホーム総合研究所）
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リビングやダイニング横などにカウンター設置

部屋を間仕切りして一時的にスペース確保

１箇所ではなく複数箇所

玄関で上着を脱ぐ、玄関にコート掛け

手洗い場の動線計画、玄関横に手洗い器

非接触アイテム導入：
タッチレス水栓、人感センサー照明など

抗菌仕様アイテム導入：
ドアノブ、換気フィルタ、床素材、壁素材など

感染者と接触を避けられるような間取り・設備
（複数動線、換気経路など）

庭スペース

バルコニー、屋上などの外部スペース

趣味室、書斎などプラスアルファの個室

取り入れたい やや取り入れたい あまり取り入れたくない 取り入れたくない わからない

在
宅
勤
務
空
間

家
に
ウ
イ
ル
ス
を

持
ち
込
ま
な
い
工
夫

気
分
転
換
で
き
る

場
所
の
拡
充

（注１）調査時期：2020年6月 （注２）調査対象：既婚者、世帯年収400万円以上、新型コロナウイルスの影響で在宅勤務した者
（注３）サンプル数：824名（戸建居住618名、マンション居住206名）

・在宅勤務空間は「４畳半程度の個室」の意向が最も高い。
・ウイルス対策は「手洗い場の動線計画、玄関横に手洗い器」「玄関で上着を脱ぐ、玄関

にコート掛け」等、個別の設備よりも動線や外部からの流入を防ぐ計画への意向が高い。
・気分転換できる場所は「庭」「バルコニー、屋上」等、外部空間の充実への意向が高い。
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